
１　感染拡大防止と地域医療の確保、地域経済の再生に向けた対策 ２０４億円

２　防災・減災、国土強靱化対策 ５９億円

３　人口減少対策に徹底して取り組むための事業 ６９億円

４　デジタル社会の実現に向けた取組 １７億円

５　文化・スポーツの祭典 ３０億円

 １　　予 算 案 の 概 要

　 令和３年度当初予算　【一般会計】　　  ６，２５５億５百万円

　　　　　　（対前年度比　１２７億１７百万円　２．１％増）

○

○

コロナ対策や経済対策、県土の強靱化対策等を切れ目なく講じるため、国の１５か月

県民の「安心」を確保するため、新型コロナウイルス感染症対策に万全を期するとと

予算編成の考え方

（参考）
  　○　新型コロナウイルス感染症対策に係る事業
　　○　防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策に係る公共事業
　

　　　　※上記の２つの事業については、いわゆるシーリングの対象外に位置づけ、予算
　　　　　措置を講じたもの。

主な事業

予 算 額

○

もに、防災・減災対策、県土の強靱化に向けた取組を強力に推進

〈ポストコロナ〉の地域社会を見据え、人口減少対策に徹底して取り組むとともに、

本県の新たな成長につなげる取組を推進

予算と連動し、令和２年度２月補正予算と一体的な予算として編成

　令和２年度２月補正予算

　　○　新型コロナウイルス感染症対策関連予算　　９０億　３百万円
　

　　○　国補正予算（第３号）関連予算　　　　　３９４億７１百万円
　　　　（防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策を含む）
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□

□

□

（ ）

12,717,000 2.1 625,505,000

公 営 企 業 会 計 71,117,009

○　当初予算規模の推移（一般会計）

○　当初予算の対前年度比の推移（一般会計）

特 別 会 計

一 般 会 計 612,788,000

(1) 予算規模

区　　　分
対前年度
増 減 率

令和３年度
当初予算

○　予算規模の状況

　一般会計の予算規模は､補助費等や貸付金の増等により､６,２５５億５百万円
（対前年度比１２７億１７百万円､２.１％増）

　特別会計(１５会計)は、公債管理特別会計の減等により､２,０６５億２，７６８万
２千円（対前年度比２０１億１，０３６万３千円､８.９％減）

　公営企業会計(４会計)は、県立病院事業会計の増等により、７１１億１，７００万
９千円（対前年度比７５億５,３１８万２千円、１１.９％増）

令和２年度
当初予算

対前年度
増 減 額

 (単位：千円、％）

4.0対前年度比 1.3
▲16.6
  0.7

0.7

　 ※ (　)書きは口蹄疫対策転貸債等償還金を除いた数値

2.1▲0.7

３

206,527,682

11.9 

226,638,045 ▲8.9 

63,563,827

２

（単位：％）

▲20,110,363 

7,553,182 

３０ 令和元平成２８ ２９年　度

6,612 

5,591 

5,779 

6,128 6,255 1,200 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3

億円

年度
※ 平成１９・２３・２７年度及び令和元年度は６月補正後（以下同じ）

※ 平成２７年度の1,200億円は口蹄疫対策転貸債等償還金

6,979
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 (3)　

□

□

374,310,573

612,788,000

38.9

　 ※ 四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある（以下同じ）

1.7 

2.3 

2.1 

3,954,344 

8,762,656 

12,717,000 

自主財源

依存財源

歳入合計

383,073,229

625,505,000

61.1

100.0

61.2

100.0

242,431,771 38.8 238,477,427

(2) 歳入予算の特徴

対前年度
増 減 額

令和３年度 対前年度
増 減 率

令和２年度

　自主財源比率は３８.８％で、新型コロナウイルスの影響により企業業績が低調となる
こと等に伴う県税の減等により、前年度比０.１ポイント減

○　歳入予算の状況

構成比

　依存財源比率は６１.２％で、地方交付税や国庫支出金の増等により、前年度比０.１ポ
イント増

      （単位：千円、％）

当初予算
区　　分

構成比 当初予算

2,424億円

(38.8%)

3,831億円

(61.2%)

県税

955億円
(15.3%)

地方消費税

清算金

504億円
(8.1%)

諸収入

533億円
(8.5%)

繰入金

304億円
(4.9%)

使用料及び手数料など

129億円
(2.1%)

地方交付税

1,882億円
(30.1%)

国庫支出金

1,128億円
(18.0%)

県債

681億円
(10.9%)

地方譲与税など

140億円
(2.2%)

歳 入

６,２５５億円

自主財源

依存財源
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95,480,000

50,399,518

1,883,863

▲3,600,000 16.2

49,652,503

4,569,483

747,015 

▲2,685,620 0.3

8.1

0.7

15.3

242,431,771

当初予算

　 ※ 予算額は百万円未満を四捨五入（百万円単位の表記について、以下同じ）

(▲2.7)

①　自主財源

令和元

38.3

２

38.9

３

38.8

自 主 財 源

当初予算

53,250,175

1.6

0.1

令和３年度

構成比

8.1

4.9

(3.3)

0.0

38.8

３０

40.3

0.0

5.0

(3.4)

0.0

7.1

10,024,139

883,787

98,246

30,580,388

(20,988,233)

□

□

□

□

県 税

 区　　　　　分

地 方 消 費 税 清 算 金

分 担 金 及 び 負 担 金

　県税は､個人県民税や法人事業税の減等により､９５４億８０百万円
（対前年度比３６億円、３.６％減）

　地方消費税清算金は、税率引上げの影響が平年度化することにより、５０４億円
（対前年度比７億４７百万円、１.５％増）

　分担金及び負担金は、土地改良事業に係る市町村負担金(繰上償還分)の減等により、
１８億８４百万円（対前年度比２６億８６百万円、５８.８％減）

　繰入金は､基金からの繰入れの減により､３０３億９１百万円（対前年度比１億８９百
万円、０.６％減）
　なお、財政関係２基金からの繰入れは、２０４億３２百万円（対前年度比５億５７百
万円､２.７％減)となり、令和３年度末の残高は、２３７億円程度となる見込み

令和２年度 対前年度
増 減 額

3,954,344 

対前年度
増 減 率

1.7 

構成比

38.9

▲3.6 

238,477,427

99,080,000

□　諸収入は、中小企業融資制度貸付金元利収入の増等により、５３２億５０百万円
（対前年度比９６億６１百万円、２２.２％増）

      （単位：千円、％）

      （単位：％）

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

(うち財政関係２基金)

繰 越 金

諸 収 入

0 

9,661,294 

1.5 

▲58.8 

▲0.8 

▲1.8 

124.1 

▲0.6 

-

0.0220,197

30,390,959

平成２８

0.1

40.7

２９

39.5

年　　　度

自主財源比率

○　自主財源の状況

○　自主財源比率の推移（当初予算ベース）

(20,431,610)

0

8.5

9,939,141

867,918

22.2 

▲84,998 

▲15,869 

121,951 

▲189,429 

(▲556,623)

0

43,588,881

1.6
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年　　度 平成２８ ２９ ３０ 令和元 ２ ３

県税伸び率 5.6 1.2 3.3 1.2 ▲1.1 ▲3.6 

年　　度 平成２８ ２９ ３０ 令和元 ２ ３

基 金 残 高 450 445 445 440 440 237

○　県税伸び率の推移

  ※ 令和２年度は２月補正後、令和３年度は当初予算編成後の見込額

（単位：％）

（単位：億円）○　財政関係２基金残高の推移（各年度末）

609 

440 440 

237 

0

100

200

300

400

500

600

H14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3

億円

年度

〔財政関係２基金残高の推移（各年度末）〕
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②　依存財源

 区　　　　　分
令和３年度 令和２年度

2.1

0.1

30.1

20,450,000

553,000

184,467,000

61.2

当初予算

374,310,573383,073,229

13,019,000

596,000

(特別法人事業譲与税)

当初予算 構成比

○　依存財源の状況

(3.0)(10,719,000)

対前年度
増 減 額

▲7,431,000 

▲40.7 (18,082,000)

8,762,656 

14,843,356 

対前年度
増 減 率

2.3 

▲7,363,000 

▲36.3 

7.8 

2.0 

43,000 

3,739,000 

構成比

3.3

0.1

30.1

0.1

61.1

      （単位：千円、％）

□

□

□

□

□

　地方交付税は前年度を上回り、１,８８２億６百万円（対前年度比３７億３９百万円、
２.０％増）
　地方交付税の代替財源である臨時財政対策債も､２９６億５７百万円（対前年度比１２０
億９５百万円､６８.９％増）と前年度を上回り､地方交付税との合計額は､２,１７８億６３
百万円(対前年度比１５８億３４百万円、７.８％増）

　地方譲与税は、特別法人事業譲与税の減等により、１３０億１９百万円
（対前年度比７４億３１百万円、３６.３％減）

　国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の増等により、１,１２７
億８０百万円（対前年度比１４８億４３百万円、１５.２％増）

  県債は、臨時財政対策債は増加するものの、｢防災・減災、国土強靱化３か年緊急対策｣
などに係る普通建設事業費の減等により、６８０億５４百万円（対前年度比２４億１８百
万円､３.４％減）
　また、臨時財政対策債を除く県債は、３８３億９７百万円(対前年度比１４５億１３百万
円､２７．４％減）

　令和３年度末の県債残高見込みは、８,４８８億４５百万円で、令和２年度末残高見込み
（８,５４２億１３百万円）に比べ、５３億６８百万円の減
　なお、臨時財政対策債を除く県債残高見込みは､４，９７０億８４百万円で、令和２年度
末見込み（５，０３９億３９百万円）に比べ、６８億５５百万円の減

(4.7) (68.9)(17,562,000) (12,095,000)(2.9)( 臨 時 財 政 対 策 債 )

(▲27.4)

▲2,417,700 

(▲14,512,700)

(1.7)

188,206,000

18.0

10.9

(6.1)

70,471,20068,053,500

▲14,000 

(8.6)

16.0

11.5

112,779,729

(29,657,000)

419,000

(臨時財政対策債除き) (38,396,500)

国 庫 支 出 金

県 債

433,000

97,936,373

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

依 存 財 源

(52,909,200)

0.1 ▲3.2 

15.2 

▲3.4 
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区　　　　分

地 方 交 付 税

臨時財政対策債

合　　　　計

区　　　　分

年　　度 ３２

( 6.1)

  ※ 令和３年度は当初予算編成後、令和２年度は２月補正後の年度末の見込額

　　　〔県債発行額及び県債残高の推移〕　　

平成２８

県 債 依 存 度

２９ ３０ 令和元

○　県債依存度の推移（当初予算ベース）

  ※ (　)書きは臨時財政対策債を除いた数値

10.1 10.5 11.1

県　債　残　高
848,845

▲24.5 

(38,397) (73,216) (▲34,819) (▲47.6)

854,213 ▲5,368 ▲0.6 

(497,084) (503,939) (▲6,855) (▲1.4)

  ※ (　)書きは臨時財政対策債を除いた数値

（単位:百万円、％）

（単位:百万円、％）

（単位：％）

令和３年度 令和２年度 対前年度増減額 対前年度増減率

188,206 184,467 3,739 2.0 

29,657

県 債 発 行 額
68,054

○　地方交付税及び臨時財政対策債の状況

○　県債の状況

17,562 12,095 68.9 

217,863 202,029 15,834 7.8 

令和３年度 令和２年度 対前年度増減額 対前年度増減率

90,190 ▲22,137 

12.0 11.5 10.9

( 5.8) ( 6.2) ( 7.0) ( 9.1) ( 8.6)

8,488

4,971

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3
年度

口蹄疫対策転貸債等

臨時財政対策債

その他の県債

県債残高(総額)

県債残高（臨財債等除き）

県債残高（億円）県債発行額（億円）

口蹄疫対策転貸債等
1，200億円発行
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　○　款別の状況

当初予算 構成比 当初予算 構成比

議 会 費 1,214,853 0.2 1,225,971 0.2 ▲11,118 ▲0.9 

総 務 費 31,734,680 5.1 31,976,414 5.2 ▲241,734 ▲0.8 

民 生 費 95,772,093 15.3 94,084,788 15.4 1,687,305 1.8 

衛 生 費 37,520,048 6.0 19,820,654 3.2 17,699,394 89.3 

労 働 費 1,517,275 0.2 1,476,048 0.2 41,227 2.8 

農 林 水 産 業 費 54,403,141 8.7 57,102,514 9.3 ▲2,699,373 ▲4.7 

商 工 費 50,205,464 8.0 38,290,795 6.2 11,914,669 31.1 

土 木 費 62,638,097 10.0 80,933,702 13.2 ▲18,295,605 ▲22.6 

警 察 費 27,494,843 4.4 27,318,529 4.5 176,314 0.6 

教 育 費 117,884,186 18.8 118,366,283 19.3 ▲482,097 ▲0.4 

災 害 復 旧 費 15,375,120 2.5 15,375,120 2.5 0 0.0 

公 債 費 80,432,162 12.9 80,669,235 13.2 ▲237,073 ▲0.3 

諸 支 出 金 49,213,038 7.9 46,047,947 7.5 3,165,091 6.9 

予 備 費 100,000 0.0 100,000 0.0 0 0.0 

歳 出 合 計 625,505,000 100.0 612,788,000 100.0 12,717,000 2.1 

(3) 歳出予算の特徴

（単位：千円、％）

区　　　分
令和３年度 令和２年度

対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

教育費

1,179億円
(18.8%)

民生費

958億円
(15.3%)

公債費

804億円
(12.9%)

土木費

626億円
(10.0%)

農林水産業費

544億円
(8.7%)

商工費

502億円
(8.0%)

衛生費

375億円
(6.0%)

総務費

317億円
(5.1%)

警察費

275億円
(4.4%)

災害復旧費

154億円
(2.5%)

その他

520億円
(8.3%)

歳 出

６,２５５億円
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【主な事業】 国民スポーツ大会事業費（２１億円）、
国民スポーツ大会･全国障害者スポーツ大会開催基金積立金（１０億円）

【増減要因】 防災拠点庁舎整備事業費、文化交流推進費の減等

【主な事業】 介護保険対策費（１７８億円）、高齢者医療対策費（１７３億円）
【増減要因】 国民健康保険助成費、介護保険対策費の増等

【主な事業】 新型コロナウイルス緊急対策費（１７０億円）
県立病院管理費（５０億円）

【増減要因】 新型コロナウイルス緊急対策費、県立病院管理費の増等

【主な事業】 県立産業技術専門校費(７億円)、若年者就労促進費(１億円)

【増減要因】 地域雇用対策推進費、若年者就労促進費の増等

【主な事業】 農業農村整備、山地治山、水産基盤整備事業等の公共事業費（１９８億
円）、畜産競争力強化整備事業（４８億円）

【増減要因】 公共事業費、強い産地づくり対策事業費の減等

【主な事業】 中小企業金融対策費（４４３億円）、小規模事業対策費（１３億円）

【増減要因】 中小企業金融対策費、スポーツランドみやざき推進事業費の増等

【主な事業】 道路、河川、砂防、港湾事業等の公共事業費（５４０億円）、
県営住宅管理費（１３億円）

【増減要因】 公共事業費の減等

【主な事業】 交通安全施設整備事業費（１４億円）、警察施設費（１０億円）

【増減要因】 交通安全施設整備事業費、警察施設費の増等

【主な事業】 私学振興費（７９億円）、高等学校就学支援事業費（２９億円）

【増減要因】 職員費、学力向上推進費の減等

【増減要因】 公債管理特別会計への繰出金の減等

【主な事業】 地方消費税交付金（２５３億円）、地方消費税清算金（２１５億円）

【増減要因】 地方消費税交付金及び地方消費税清算金の増等

 総務費　（対前年度比　０.８％減）

 民生費　（対前年度比　１.８％増）

 衛生費　（対前年度比　８９.３％増）

 労働費　（対前年度比　２.８％増）

 商工費　（対前年度比　３１.１％増）

 土木費　（対前年度比　２２.６％減）

 警察費　（対前年度比　０.６％増）

 教育費　（対前年度比　０.４％減）

 農林水産業費　（対前年度比　４.７％減）

 公債費　（対前年度比　０.３％減）

 諸支出金　（対前年度比　６.９％増）
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当初予算 構成比 当初予算 構成比

245,595,423 39.3 246,100,865 40.2 ▲505,442 ▲0.2 

人 件 費 152,086,778 24.3 152,970,109 25.0 ▲883,331 ▲0.6 

扶 助 費 15,475,830 2.5 14,366,567 2.3 1,109,263 7.7 

公 債 費 78,032,815 12.5 78,764,189 12.9 ▲731,374 ▲0.9 

108,211,041 17.3 131,303,838 21.4 ▲23,092,797 ▲17.6 

普 通 建 設 事 業 費 92,835,921 14.8 115,928,718 18.9 ▲23,092,797 ▲19.9 

（ う ち 補 助 ） (61,100,367) (9.8) (76,367,796) (12.5) (▲15,267,429) (▲20.0)

（ う ち 単 独 ） (25,041,321) (4.0) (28,997,000) (4.7) (▲3,955,679) (▲13.6)

（ う ち 直 轄 ） (6,694,233) (1.1) (10,563,922) (1.7) (▲3,869,689) (▲36.6)

災 害 復 旧 事 業 費 15,375,120 2.5 15,375,120 2.5 0 0.0 

271,698,536 43.4 235,383,297 38.4 36,315,239 15.4 

625,505,000 100.0 612,788,000 100.0 12,717,000 2.1 

○　性質別の状況

      （単位：千円、％）

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

歳 出 合 計

その他一般行政経費

  ※ 普通建設事業費の補助、単独には、それぞれ受託事業を含む

区　　　　　分
令和３年度 令和２年度 対前年度

増 減 額
対前年度
増 減 率

2,456億円

(39.3%)

1,082億円

(17.3%)

2,717億円

(43.4%)

人件費(教育)

976億円

(15.6%)

人件費(警察)

206億円

(3.3%)

人件費(その他)

340億円

(5.4%)

公債費

780億円

(12.5%)

扶助費

155億円

(2.5%)

補助

611億円

(9.8%)
単独

250億円

(4.0%)

直轄

67億円

(1.1%)

災害復旧事業費

154億円

(2.5%)

補助費等

1,832億円

(29.3%)

貸付金

460億円

(7.4%)

その他

424億円

(6.8%)

歳 出

６,２５５億円

投資的経費

人件費

1,521億円

(24.3%)

普通建設事業費 928億円 (14.8%)

義務的経費その他

一般行政経費
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□　義務的経費は､人件費及び公債費の減により､２，４５５億９５百万円
（対前年度比５億５百万円、０.２％減）

□   人件費は､職員の採用・退職に伴う給与の減等により､１,５２０億８７百万円
(対前年度比８億８３百万円、０.６％減）

□　扶助費は、新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査体制等強化事業費や難病等対策
費の増等により、１５４億７６百万円(対前年度比１１億９百万円、７.７％増）

□　公債費は、県債残高の減少により､７８０億３３百万円
（対前年度比７億３１百万円、０.９％減）

□　投資的経費は､普通建設事業費の減により､１,０８２億１１百万円
(対前年度比２３０億９３百万円、１７.６％減）

□　普通建設事業費は、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」が終了したこ
とに伴う国庫補助事業費の減や総合運動公園津波避難施設整備事業などの単独事業費の減
等により、９２８億３６百万円（対前年度比２３０億９３百万円、１９.９％減）

□　災害復旧事業費は、年間所要見込額として前年度と同額の１５３億７５百万円

※ 公共事業費：８９２億１３百万円（対前年度比２３０億３百万円、２０.５％減）

※ 新たに策定された「防災・減災､国土強靱化のための５か年加速化対策」に係る国庫補助事業費は､
国の１５か月予算と連動し､令和２年度２月補正予算に前倒しで計上（３１８億８２百万円）

□　その他一般行政経費は､物件費や補助費等、貸付金の増等により、２，７１６億９９百万
円(対前年度比３６３億１５百万円、１５.４％増）

□　物件費は､新型コロナウイルス感染症対策における軽症者等宿泊療養施設運営事業の増等
により､２３１億８４百万円(対前年度比３６億６４百万円、１８.８％増）

□　補助費等は､新型コロナウイルス感染症対策における病床確保等に係る医療提供体制強化
事業や地方消費税清算金の増等により､１,８３２億２０百万円
(対前年度比２３５億６５百万円、１４.８％増）

□　貸付金は､中小企業融資制度貸付金の増等により､４６０億４９百万円
（対前年度比８８億３６百万円、２３.７％増）

①　義務的経費

②　投資的経費

③　その他一般行政経費
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13,827 百万円

94,966 百万円

（単位：百万円）

うち一般財源

1,550 1,550

10,243 10,243

2,991 1,487

2,667 2,667

17,451 15,947

地域子ども・子育て支援事業費

事　　　　項

教育・保育給付費

児童保護費

児童手当県負担金

計   

令和３年度当初予算

子ども・
子育て支援

　①　地方消費税引上げ分の充当

　   消費税及び地方消費税の引上げ分については、年金、医療及び介護の社会保障給付並びに
  子ども・子育て支援、その他社会保障施策に要する経費に充てるものとされている。
　   地方消費税引上げ分を充てる県の社会保障関係費の予算額は、次のとおりである。

○　社会保障関係費の状況

    （歳入）　引上げ分の地方消費税収

    （歳出）　社会保障関係費（一般財源ベース）

16,941 16,819

17,711 17,611

12,150 12,150

3,247 1,082

1,742 875

小児慢性特定疾病医療費 263 132

52,053 48,669

38,432 30,350

107,936 94,966

　

　

　

　　　　※ 社会保障関係費及び一般財源総額ともに、各年度の当初予算額

　②　一般財源ベースの推移

国民健康保険制度

後期高齢者医療制度

医療・介護

介護保険制度

医療介護総合確保基金事業費

合計   

　その他の社会保障に要する経費

指定難病医療費

計   

213
303 315 377 391 409 426 439 474 484 

127

128 128
135 133 133 125 127 

124 122 

139

145 152
153 157 160 165 169 

173 176 

147

156 158
159 160 161 165 163 

166 168 
3,820 

4,022 4,071 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

1,000
1,100

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3
年度

後期高齢者医療制度 介護保険制度 国民健康保険制度 その他 一般財源総額

950937

626

一般財源総額(億円）社会保障関係費(億円）
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□

21,036 10,528 10,508 99.8 

84,382,858 104,129,970 ▲19,747,112 ▲19.0 

114,542,975 117,625,117 ▲3,082,142 ▲2.6 

280,005 315,647 ▲35,642 ▲11.3 

133,050 166,690 ▲33,640 ▲20.2 

218,657 228,439 ▲9,782 ▲4.3 

864,747 831,743 33,004 4.0 

353,658 363,819 ▲10,161 ▲2.8 

19,300 3,050 16,250 532.8 

95,887 66,189 29,698 44.9 

302,193 287,133 15,060 5.2 

691,142 669,661 21,481 3.2 

1,312,941 752,165 560,776 74.6 

216,341 225,034 ▲8,693 ▲3.9 

3,092,892 962,860 2,130,032 221.2 

206,527,682 226,638,045 ▲20,110,363 ▲8.9 

□

□

□

□

11,074,025 8,341,231 2,732,794 32.8 

580,813 679,009 ▲98,196 ▲14.5 

38,672 43,884 ▲5,212 ▲11.9 

59,423,499 54,499,703 4,923,796 9.0 

71,117,009 63,563,827 7,553,182 11.9 

　公債管理特別会計は、借換債の減等により、８４３億８３百万円（対前年度比１９７
億４７百万円、１９．０％減）

(4) 特別会計

    （単位：千円、％）

地 域 振 興 事 業

会　　　計　　　名

開 発 事 業 特 別 資 金

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金

対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

令和３年度
当初予算

公 債 管 理

令和２年度
当初予算

国 民 健 康 保 険

　電気事業会計は、建設改良費の増等により、１１０億７４百万円（対前年度比２７億
３３百万円、３２.８％増）

港 湾 整 備 事 業

(5) 公営企業会計

県 立 学 校 実 習 事 業

合 計

山 林 基 本 財 産

拡 大 造 林 事 業

林 業 改 善 資 金

小規模企業者等設備導入資金

育 英 資 金

え び の 高 原 ス ポ ー ツ
レ ク リ エ ー シ ョ ン 施 設

県 営 国 民 宿 舎

沿 岸 漁 業 改 善 資 金

公 共 用 地 取 得 事 業

合　　　    　　計

　県立病院事業会計は､建設改良費の増等により､５９４億２３百万円（対前年度比４９
億２４百万円、９.０％増）

　工業用水道事業会計は、建設改良費の減等により、５億８１百万円（対前年度比９８
百万円、１４.５％減）

電 気 事 業

工 業 用 水 道 事 業

令和２年度
当初予算

対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

会　　計　　名
令和３年度
当初予算

    （単位：千円、％）

　地域振興事業会計は、建設改良費の減等により、３９百万円(対前年度比５百万円、
１１.９％減）

県 立 病 院 事 業
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（参考）令和２年度１月・２月補正予算

○患者等受入体制支援事業

介護施設等感染拡大防止対策支援事業

医療的ケア児等一時保護事業　【寄附金活用事業】

新型コロナ対策「ガイドライン」等普及定着事業

○受診・健康相談支援事業

○ＰＣＲ検査体制等強化事業

○医療提供体制強化事業　【寄附金活用事業（一部）】

○軽症者等宿泊療養施設運営事業

新型コロナウイルスワクチン接種に係る啓発相談事業

○児童養護施設等環境改善事業

等

○公共交通事業者等特別利子補給事業

地域密着型ＮＰＯ社会貢献活動促進事業　【寄附金活用事業】

地域で支える子どもの居場所づくり支援事業　【寄附金活用事業】

自殺対策セーフティネット強化推進事業

○介護サービス継続支援事業

○心のケア支援事業

○障害福祉サービス事業所等感染症対策支援事業

協働によるひとり親家庭応援事業　【寄附金活用事業】

中途採用求人情報発信強化事業

等

5百万円

3百万円

[19事業] 214億30百万円

40百万円

6百万円

3百万円

150億97百万円

8億33百万円

　コロナに伴う社会的影響を受ける生活困窮者支援や自殺防止対策を講じるとともに、雇用
やくらしに関する相談・支援体制を強化するなど県民の命とくらしを守る取組を推進

　２　県民の命とくらしを守るための支援 [13事業]

62百万円

3百万円

3億97百万円

1億12百万円

11百万円

20百万円

2億65百万円

感染拡大防止と地域医療の確保、地域経済の再生に向けた対策

2億23百万円

　ＰＣＲ検査体制の強化など感染拡大防止等を徹底するとともに、病床確保など医療提供体
制の充実・強化を図り、県民の命と健康を守る取組に万全を期す

　国の緊急包括支援交付金や地方創生臨時交付金等を活用し、新型コロナから県民の命と健
康を守り、県民のくらしを支える取組を推進するとともに、〈ポストコロナ〉を見据え、本
県の新たな成長につなげる取組を展開

　１　感染拡大防止策と地域医療の確保 179億45百万円[17事業]

[59事業] 203億79百万円

36百万円

52百万円

1億31百万円

6億50百万円

2億65百万円
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公共交通需要回復プロジェクト事業

○文化芸術活動継続支援事業

スポーツランドみやざき県内消費促進事業

県産品需要回復促進事業

○県産農畜水産物応援消費推進事業

地方回帰関係人口創出・拡大事業

○ポストコロナを切り開く新たなフードビジネス支援事業

地域の産業資源を活用した新たな雇用の場創出事業

「ひなたの芽吹き」ビジネスシーズ発掘支援事業　【寄附金活用事業】

プラスデジタル推進事業

日本一の「マイナンバーカード県」取得促進強化事業

○不妊治療費等助成事業

○妊産婦寄り添い支援事業

デジタルツールを活用した販路拡大支援事業

入札システムデジタル化推進事業

元気・夢・将来応援プロジェクト事業　【寄附金活用事業】

チーム学校で子どもを支える教育相談体制推進事業

等

～新型コロナ宮崎復興応援寄附金～

　新型コロナウイルス感染症からの再生に向けて、県全体の気運の醸成を図るとともに、
本県独自のよりきめ細かな復興支援施策の充実を図るため、寄附金を募集
　

【募集期間】令和２年５月19日～

　４　本県の新たな成長につなげる取組 14億14百万円[24事業]

　３　地域経済の再生、応援消費に向けた対策

77百万円

1億32百万円

10百万円

35百万円

20百万円

21百万円

[7事業]

　コロナの感染拡大に伴い、大きな影響を受ける地域経済の維持・再生を図るため、地産地
消や応援消費など県内の経済活性化を推進

25百万円

3億99百万円

[5事業] 6億23百万円

28百万円

21百万円

2億91百万円

1億7百万円

　感染拡大を契機とした働き方やくらしに対する意識の変化を踏まえ、「みやざき回帰」や
デジタル化をはじめとする〈ポストコロナ〉の動きを見据えた、みやざきの成長につなげる
取組を推進

55百万円

　(再掲) 新型コロナ宮崎復興応援寄附金活用事業 1億49百万円

14百万円

4億15百万円

27百万円

15百万円
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（１） 基本的な考え方 

（２） 重点的に取り組む対策・事業規模

○事業規模：おおむね１５兆円程度を目途

１ 激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策
おおむね１２．３兆円程度

（１）人命・財産の被害を防止・最小化するための対策
（２）交通ネットワーク・ライフラインを維持し、国民経済・生活を支えるための

２ 予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策
おおむね２．７兆円程度

３ 国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進
おおむね０．２兆円程度

（１）国土強靱化に関する施策のデジタル化
（２）災害関連情報の予測、収集・集積・伝達の高度化

対策

　２　国の対策を踏まえた県の取組

　１　国の防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策

　５か年加速化対策に基づき、
　

　　・激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策
　　・予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策の加速
　　・国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進
　

　の各分野について、更なる加速化・深化を図ることとし、令和７年度までの５か年に
　追加的に必要となる事業規模等を定め、重点的・集中的に対策を講ずる。

　「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（令和２年１２月１１日
閣議決定）により国土強靱化に関する取組が５年間で重点的・集中的に実施される
ことに伴い、令和２年度２月補正予算と合わせて必要な予算額を計上

防災・減災、国土強靱化対策

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策分

 平成30年度２月補正

合　　計 450億円 13億円 75億円 538億円 

115億円 3億円 － 118億円 

 令和元年度当初 171億円 － － 171億円 

 令和元年度６月補正 － － 28億円 28億円 

 令和２年度当初 165億円 9億円 46億円 220億円 

 (参考) 防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策分

県の予算

補助 直轄 県単 計

合　　計 287億円 32億円 59億円 378億円 

 令和２年度２月補正 287億円 32億円 － 319億円 

 令和３年度当初 － － 59億円 59億円 

県の予算

補助 直轄 県単 計
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１　事業規模 146事業 68億56百万円

２　基金活用事業

○　合計 （基金充当額　12億1百万円）

・新規・改善事業 （基金充当額　2億50百万円）

・継続事業 （基金充当額　9億51百万円）

〈新規・改善事業〉

中山間地域経済循環促進事業

移住者受入環境整備・情報発信強化事業

先端ICT人材育成事業

不妊治療支援環境づくり事業

みやざき結婚サポート事業

日向備長炭生産振興対策事業

商工会事務局体制強化事業

事業引継ぎ応援事業

みやざきＩＣＴ産業を担う人材育成事業

みやざきＩＣＴ産業人材スカウト事業

「伝える宮崎の魅力」高校生県内就職促進事業

地方創生テレワーク推進事業

世界県人会開催準備事業

地域商社等による県産品輸出強化支援事業

みやざき農業担い手確保総合対策事業

きらり輝く農業人材確保支援事業

海の担い手イオベーション事業

新漁法モデル実証普及事業

新時代へのみやざき高等学校教育魅力化推進事業

高校生ひなた探究！県内就職促進事業

 ＜参考＞ ○基金事業以外の人口減少対策事業

6百万円

39百万円

（合計） 74事業 48億89百万円

22百万円

8百万円

13百万円

69百万円

16百万円

14百万円

8百万円

6百万円

24百万円

62百万円

16百万円

20百万円

6百万円

10百万円

53百万円

4百万円

人口減少対策に徹底して取り組むための事業

52事業 14億92百万円

13百万円

67百万円

　人口減少によって生じる課題を克服し、将来にわたって活力が維持される地域づくりを進
めるため、｢人口減少対策基金｣（基金総額：３０億円、事業期間：令和元～４年度）等を活
用し、社会減・自然減対策による人口減少の抑制や、本県の未来を支える人財の育成・確保
に関する取組を加速

72事業 19億67百万円

20事業 4億75百万円
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行政手続オンライン化推進事業

日本一の「マイナンバーカード県」取得促進強化事業

○ＩＣＴ活用による業務効率化推進事業

入札システムデジタル化推進事業

等

プラスデジタル推進事業（最先端ＩＣＴの社会実装支援等）

○「ポストコロナ」を切り開く新たなフードビジネス支援事業

○ローカル５Ｇ等を活用した地域課題解決実践事業

○中山間地域の持続可能な医療体制構築推進事業

みやざき結婚サポート事業

ＩＣＴを活用した森林情報デジタル化推進事業

みやざき農の物流革新事業

建設産業のスマート・デジタル化推進事業

等

プラスデジタル推進事業（中高生を対象としたＩＴ人材育成）

私立学校ＩＣＴ教育設備整備支援事業

先端ＩＣＴ人材育成事業

みやざきＩＣＴ産業を担う人材育成事業

みやざきＩＣＴ産業人材スカウト事業

新時代へのみやざき高等学校教育魅力化推進事業

等

6百万円

[10事業]

49百万円

8百万円

45百万円

1億19百万円

19百万円

10億38百万円

1億82百万円

62百万円

16百万円

　先端ＩＣＴの社会実装等を戦略的に推進し、くらしのあらゆる分野におけるデジタル技術の活
用や農林水産業・建設産業など様々な産業における生産性の向上を促進

　コロナ禍により顕在化・加速化した課題に対応するため、令和３年度を「みやざきデジタ
ル化元年」と位置づけ、県民一人ひとりがデジタル化の恩恵（安全、安心、豊かさ）を実感
できる社会を目指す

9百万円

19百万円

　３　デジタル人材・基盤の充実

21百万円

　１　デジタル・ガバメントの確立 5億9百万円

19百万円

[12事業]

デジタル社会の実現に向けた取組

22百万円

　行政手続のオンライン化や県業務の効率化・デジタル化を図るとともに、マイナンバー制度の
活用を推進し、デジタル・ガバメントの確立を目指す

68百万円

35百万円

　２　くらしや産業のイノベーション [14事業]

58百万円

4億15百万円

[36事業]
※再掲事業を含む
17億28百万円

10百万円

　デジタル社会の実現を支える人材の育成・確保を推進するとともに、県民誰もがデジタル技術
を活用できるＩＴリテラシーの向上等を図る
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(1) 開催期間

令和３年７月３日（土）～１０月１７日（日）　【１０７日間】

(2) 関連事業

○国民文化祭開催事業

○全国障害者芸術・文化祭開催事業

○宮崎ユニバーサルツーリズム推進事業

「日本のひなた宮崎県」の魅力発信事業

三の丸尚蔵館収蔵品展

等

(1) 大会開催準備、競技力向上

○障がい者アスリート育成強化事業

○選手強化対策事業

○みやざきの次代を担う少年競技力育成事業

○世界へはばたけ！宮崎ワールドアスリート発掘・育成プロジェクト

○女性アスリート強化サポート事業

○社会人アスリート等確保事業

○未普及競技選手育成事業

○競技用具等整備事業

○練習環境整備事業

等

(2) 競技施設整備等

○国民スポーツ大会事業

陸上競技場(約15億円)：造成工事等 体育館(約4.9億円)：建築工事等

プール(約0.9億円)：ＰＦＩ事業 その他：準備委員会開催、施設整備に係る市町村補助等

4百万円

　２　国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会に向けた取組

文化・スポーツの祭典

57百万円

1億64百万円[8事業]

　令和３年度に本県で開催する「国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭」において、各種
事業を実施するとともに、令和９年度に本県で開催される「国民スポーツ大会・全国障害
者スポーツ大会」に向けて、施設整備や競技力の向上等を推進

　１　国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭の開催

54百万円

25百万円

20百万円

21億12百万円

54百万円

3億38百万円

5百万円

[17事業] 7億20百万円

58百万円

23百万円

3百万円

4百万円

5百万円

85百万円

陸上競技場 令和７年３月完成予定

プール 令和６年１２月完成予定

体育館 メインアリーナ 令和７年９月完成予定

サブアリーナ 令和５年４月完成予定
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＜参考＞

□

□

□

（単位：億円）

令和３年度 令和２年度
対前年度
増 減 率

1,066,097 1,026,580 3.8%

歳入のうち 574,480 635,130 ▲9.5%

435,970 325,562 33.9%

歳出のうち 833,744 793,065 5.1%

358,421 356,914 0.4%

159,489 158,093 0.9%

 ※ 令和２年度は、臨時・特別の措置（消費税率引上げによる経済への影響の平準化を図るための施策）を含む

 ※ 令和２年度の社会保障関係費は、令和３年度予算との比較対照のため、組替えをしてある

□

□

□

（単位：億円）

令和３年度 令和２年度
対前年度
増 減 率

898,400 907,397 ▲1.0%

歳入のうち 633,577 634,318 ▲0.1%

174,385 165,882 5.1%

54,796 31,398 74.5%

229,181 197,280 16.2%

歳出のうち 754,400 758,480 ▲0.5%

409,300 403,717 1.4%

119,200 127,614 ▲6.6%投 資 的 経 費

う ち 社 会 保 障 関 係 費

う ち 地 方 交 付 税 交 付 金 等

区　　　　　　　　分

地 方 交 付 税

臨 時 財 政 対 策 債

地方交付税＋臨時財政対策債

　地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金を活用し、デジタル化によるメリットを
享受できる地域社会のデジタル化を集中的に推進するため、新たに「地域デジタル社会推進
費」を０.２兆円計上

　「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」の期間を踏まえ、緊急自然災害防
止対策事業費及び緊急防災・減災事業費の事業期間を延長

一 般 行 政 経 費

地 方 一 般 歳 出

公 債 金

一 般 財 源 総 額

通 常 収 支 分

区　　　　　　　　分

基 礎 的 財 政 収 支 対 象 経 費

一 般 会 計

税 収

　社会保障関係費は、新型コロナウイルス感染症への対応を引き続き推進しつつ、実質的な
伸びを高齢化による増加分におさめるという方針を達成し、３５兆８,４２１億円､対前年度
比０.４％増

　地方交付税交付金等は１５兆９，４８９億円、対前年度比０.９％増

　新型コロナウイルス感染症の影響により地方税等が大幅な減収となる中で、地方交付税等
の一般財源総額は、令和２年度を下回るものの、水準超過経費を除く交付団体ベースでは、
０.２兆円上回る額を確保

　国の予算　

　地方財政計画　

　令和２年度第３次補正予算と合わせ、感染拡大防止に万全を期しつつ、中長期的な課題
（デジタル社会・グリーン社会、活力ある地方、少子化対策など全世代型社会保障制度等）
にも対応する予算として編成され、一般会計歳出は１０６兆６,０９７億円、対前年度比
３.８％増
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